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　Ⅲ-(１) 放射性物質による環境の汚染の防止のための関係法律の整備に関する法律の概要

Ⅲ．関係法令
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　　　　新旧対照表の抜粋

Ⅲ-(２) 放射性物質による環境の汚染の防止のための関係法律の整備に関する法律案
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http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO156.html 
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http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S32/S32HO167.html 
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http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S35/S35F03101000056.html 
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http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S36/S36F03601000001.html 
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http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S36/S36F03601000004.html 
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http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S36/S36F03601000002.html 
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Ⅳ-(２) 「大気汚染防止法第２２条の規定に基づく大気の汚染の状況の常時監視に

　　　関する事務の処理基準について」の一部改正について
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Ⅳ-(３) 大気汚染防止法第２２条の規定に基づく大気の汚染の状況の常時監視に

　　　　関する事務の処理基準（平成26 年4 月1 日より施行）
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環水大水発第 1303271 号

環水大土発第 1303271 号 

                   平 成 ２ ５ 年 ３ 月 ２ ７ 日 

 

都道府県知事 

           殿 

政 令 市 市 長 

 

環境省水・大気環境局長 

 

 

「環境基本法に基づく環境基準の水域類型の指定及び水質汚濁防止法に基づく 

常時監視等の処理基準について」の一部改正について 

 

「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年 12 月環境庁告示第 59 号）が改正

されたことを受け、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245 条の９第１項及び第３

項に基づき、「環境基本法に基づく環境基準の水域類型の指定及び水質汚濁防止法に基

づく常時監視等の処理基準について」（平成 13年５月 31日環水企第 92号。以下「処理

基準」という。）の一部を下記のとおり改正することとしたので、通知する。 

貴職におかれては、改正後の処理基準に基づき、測定計画の作成並びに環境監視の測

定地点、項目及び頻度等に関して、引き続き適切な監視水準が確保されるよう留意され

たい。 

 

記 

１．処理基準の第２の１の（２）の１）について以下のとおり改める。 

１）測定計画に従って行われた測定の結果については、原則として１年に１回、公共

用水域にあっては、別途通知する報告要領により環境省水・大気環境局水環境課長

あてに、地下水にあっては、「地下水質測定結果の報告要領等について」（平成 24

年 3月 26 日環水大土発第 120326001 号）により同局土壌環境課地下水・地盤環境

室長あてに通知すること。なお、告示又は地下水告示において環境基準値が複数物

質の濃度の和とされている環境基準項目については、今後の検討に資するため、そ

れぞれの濃度を報告すること。 
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（省略）

Ⅳ-(４) 「環境基本法に基づく環境基準の水域類型の指定及び水質汚濁防止法に基づく

　　　　常時監視等の処理基準について」の一部改正について
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　　　　基づく常時監視等の処理基準

Ⅳ-(５) 環境基本法に基づく環境基準の水域類型の指定及び水質汚濁防止法に
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（省略）
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（省略）
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